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は　じ　め　に

　産婦人科領域で超音波検査が導入されたのは1950

年代後半からで，非侵襲性かつ簡便であることから，
周産期領域においては急速に普及してきた．現在では
妊婦健診において子宮や胎児及び付属器の診断を行う
超音波検査は日常的検査となり，必要不可欠なもので
ある．従来，周産期における超音波検査は，産科医や

超音波検査士によって行われてきたが，近年，産科医
の減少，助産師外来の増加（全国353カ所，厚生労働
省看護課，2009），医療訴訟の増加と高額化，妊産婦
の多様なニーズ等から，特に助産師外来等において
は，助産師が超音波検査における知識と技術を習得
し，妊婦健診に超音波検査を行う施設が増加しつつあ
る1）．
　一方，超音波検査は検者の手技と判読能力が検査結
果に影響することから，超音波検査を行う検者に対す
る教育は必須である．近年，助産師に対する超音波検
査の教育も学会や職能団体等で行われるようになって
きたが，依然として助産師が超音波検査技術を習得す
る機会は少なく，教育機関やセミナーへの参加，勤務
病院における OJTで習得するという状況であり，超
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音波検査の教育体制は不十分である．
　超音波検査の教育に関する論文は，周産期領域に限
ると極めて少ない．超音波トレーニングを行った結果
として，野口2）は助産師学生を対象に超音波診断技法
に関する知識・技術・態度項目の理解と自己評価を調
べ，演習後は態度・技術項目で「わかる」が高率であっ
たと報告し，Calhoun BC, et al3）やHeer IM, et al4）も，
産科医レジデントや医学生を対象とした調査で，ト
レーニング後経腟超音波検査を実施する能力が向上し
たと報告している．Vayssiere C, et al5）は助産師学生を
対象に子宮頸管長を測定する技術の習得を調査し，画
像分析力や平均測定時間ともに，セッション毎に向上
したことを報告している．中堀ら6）は超音波診断法を
行う検者への教育を文献から考察し，超音波検査にお
ける計測値とその所要時間，描出画像の解剖学上の目
印，描出画像の判読は，診断技術習得の指標となるこ
とを報告している．これらの報告はシミュレーター教
育の効果調査がほとんどで，臨床現場の助産師が受け
ている教育方法・教育内容を調べた調査は見あたらな
い．
　本調査の目的は，助産師が超音波検査の知識・技術
を習得する教育体制の整備を図る基礎データとするた
めに，超音波検査を実施している助産師が受けた教育
の実態と今後の教育の方向性を明らかにすることであ
る．

方　　　　　法

1．方　法
　2008年 6月～同 9月に，インターネット上で検索
した助産師外来を設けている病院78施設・診療所22

施設と，有床の助産所183施設の看護職代表者に調査
の目的，方法，プライバシーの保護等を記載した依頼
文と質問紙を郵送した．同意の得られた看護職代表者
または病棟師長から施設に勤務する助産師に同依頼文
と質問紙の配布を依頼し，調査の趣旨に同意を得た助
産師に無記名式質問紙に回答してもらい，回収は個別

に厳封した封書により行った．質問紙の調査項目は，
施設及び対象の背景，超音波検査実施前の教育の有
無，教育機関，教育時間，経腹超音波検査所見に関す
る正確さとその実施件数，受けた教育内容と重要と考
える教育内容等から構成し，回答は全て選択式とした．
　なお，倫理的配慮として，依頼文には調査目的，途
中離脱の自由，結果公表の方法と回収後の質問紙の処
分方法，本研究の目的以外の不使用，プライバシーの
保護等を記載し，質問紙の回答と返送をもって同意と
した．
2．対象および分析方法
　回答は病院・診療所67施設と，有床の助産所81施
設の助産師（n=794）から得られた．この内，超音波
検査を実際に行っている助産師は337人で，これらを
分析対象とした．質問紙の分析には SPSS ver17を用い
て基本統計を行い，有意水準は 5％未満とした．な
お，教育時間は正規分布をしていないことからマンホ
イットニーU検定を行った．

結　　　　　果

1．対象の背景
　表 1 は対象の背景である．超音波検査を実際に
行っている助産師337名の内で，超音波検査実施前に
教育を受けた助産師（以下，受けた群）は214人
（63.5％），実施前には教育を受けていない助産師（以
下，受けていない群）は123人（36.5％）であった．
年齢，助産師経験年数は，いずれも受けた群で僅かに
小さかったが差はなかった．勤務施設では受けた群は
総合病院が約半数を占め，受けていない群は助産所勤
務が 4割強と最も多かった．
2．超音波検査施行前の超音波教育
　 1）教育機関と指導者
　超音波検査施行前の教育機関は，表 2の如く，勤務
病院が70.1％と最も多く，次いで研修会25.7％であっ
た．指導者は医師が76.6％と最も多く，次いで助産師
37.9％，超音波検査士30.8％であった．教育は十分だ

表 1　対象の背景（超音波検査施行前の超音波教育の有無による比較）
人（％）or Mean± SD

項目 全体 受けた群 受けていない群 t or χ2値 , p

超音波教育の有無 337 有　214（63.5） 無　123（36.5）
年齢 40.3±11.3 39.8±11.6 41.0±10.8 t=0.9

助産師経験年数 14.8±10.6 14.6±10.9 15.2±10.2 t=0.5

勤務施設
　総合病院 145（43.0） 102（47.7） 43（35.0） χ2=

　産婦人科専門病院 40（11.9） 28（13.1） 12（ 9.8）  13.9**

　　診療所 46（13.6） 32（15.0） 14（11.4）
　　助産所 106（31.4） 52（24.3） 54（43.9）

注）Welchの検定 or χ2検定：**p<0.01
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と思うかは，十分だと「思う」人は8.5％で，残り
91.5％は十分だと「思わない」と答えた．
　教育時間（中央値）については，表 3に示すように
全体では講義・見学・実習ともに 5時間以下で，合計
時間は18.5時間であった．教育は十分だと「思う群」
と「思わない群」の比較では講義・見学は「思う群」
が「思わない群」の約 2倍の時間であったが，実習は
逆に「思わない群」が「思う群」の約 2倍の長さで，
合計時間（中央値）は，「思う群」20時間，「思わない
群」18時間であった．
　 2）超音波検査所見に対する正確さとその実施件数
　超音波検査所見に関する正確さは，表 4の如く，事
前教育を「受けた群」は正確だと「思う」32.7％であっ
たが，「受けていない群」は18.7％と低率で，正確だ
と「思わない」と答えた人が約 5割を占め，両群間に
差が見られた．また，何例実施後から自分の所見が正

確と思えるようになったかについては，「受けた群」
30例（中央値），「受けていない群」50例（同）で，
全体では47.5例（同）であった．
2．事前に受けた教育内容と重要と思う教育内容
　 5割以上の助産師が事前に受けたと答えた教育内
容は，表 5の如く操作方法の見学78％と同実習67.3％
であった．重要と思う教育内容は，操作方法の見学と
その他を除く全項目で，受けた教育よりも有意に高率
を示した． 7割以上の高率を示した項目は検査施行
時期・時期別診断ポイントの講義70.9％，操作方法の
実習83.6％，画像診断法の講義70.1％・同実習72.4％
であり，ほとんどの項目で 5割以上を示した．特に，
検査実施時期・時期別診断ポイントの講義，画像診断
法の講義・同実習，正常逸脱判断時と医療過誤対処方
法の講義は，受けた教育内容の回答率よりも重要な教
育内容の回答率の上昇率は20％～40％と高かった．

考　　　　　察

1．助産師外来等における助産師による超音波検査
の実施

　助産師外来は産科医不足などをきっかけとして，病
院・診療所において，助産師と医師の役割分担・連携
のもとに，正常妊産褥婦の健診と保健指導を助産師が
主に行うシステム7）として2000年代半ばに相次いで開
設された．本調査では回答が得られた助産師794人の
内，超音波検査を実際に行っている助産師は337人で
42.4％であった．これは比較的高い確率と考えられる
が，調査対象が助産師外来を設けている病院78施設・
診療所22施設と有床の助産所183施設で働く助産師で
あるためと考えられる．

表 2　超音波検査施行前における超音波検査の教育
項　目 内　容 人（%）

教育機関（複数回答） 助産教育機関 30（14.0）
n=214 勤務病院 150（70.1）

研修会 55（25.7）
その他 25（11.7）

教育指導者（複数回答） 学校教員 11（ 5.1）
n=214 医師 164（76.6）

助産師 81（37.9）
超音波検査士 66（30.8）
その他 6（ 2.8）

教育は十分だと思うか 思う 17（ 8.5）
n=200 思わない 183（91.5）

注）超音波教育を受けた群（n=214）の内訳

表 3　超音波教育に関する教育時間と満足度の関係
n, 中央値（最小値 -最大値）

教育の種類 全対象者
教育は十分だと思うか

P値
思う 思わない

教
育
時
間

講義（h） 173, 3.1（0-144） 13, 7.3（1-144） 160, 3.0（0-20） 0.108

見学（h） 180, 2.8（0.5-100） 15, 5.0（1-100） 165, 2.5（0.5-100） 0.094

実習（h） 179, 5.0（0-120） 14, 2.5（0-100） 165, 5.3（0-120） 0.253

合計（h） 171, 18.5（1-344） 13, 20.0（3-344） 158, 18.0（1-210） 0.742

注）Mann-Whitneyの U検定

表 4　超音波検査所見に関する正確さとその実施例数
人（％）,  n, 中央値（最小値 -最大値）

項目 全体 受けた群 受けていない群 χ2値 , p値
自分の超音波検査所見は正確だと思うか

　　　　　思う 93（27.6） 70（32.7） 23（18.7）
　　　　　どちらでもない 110（32.6） 67（31.3） 43（35.0） χ2=8.0*

　　　　　思わない 134（39.8） 77（36.0） 57（46.3）
何例実施後から、自分の所見が正確と思うようになったか
　（上記思うと答えた人のみ） n=85, 47.5（1-500） n=65, 30（1-500） n=20, 50（10-300） p=0.465

注）χ2検定 or Mann-Whitneyの U検定：*p<0.05
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　助産師外来を設置している施設においては，助産師
が行う妊娠中の超音波検査については施設独自に決め
られている場合が多い．例えば，妊娠20週から36週
までは，産科医と助産師が交互に妊婦健診時に施行，
助産師の行う超音波検査は，視診・触診・聴診での診
断可能な項目について補助的診断の目的で施行する
（胎位・胎向，胎児心拍確認，羊水量など）等と具体
的に決められている7）．助産師が超音波検査を行うこ
とに関する法的根拠として，このような取り決めがあ
る場合には，助産師の超音波検査の実施は保健師助産
師看護師法37条の医師の指示と解釈できる．なお，助
産師外来等の増加を踏まえて，助産師が妊婦の健康診
査を正確に行うために，平成22年の保健師助産師看護
師法指定規則の改正において，助産診断 ･技術学の単
位数が 6単位から 8単位に増加し，今後より強化され
るべき助産師の役割と機能として，正常妊婦の健康診
査及び超音波装置を用いた妊婦健康診査等が付記さ
れ，妊娠期の診断力強化の方向性が打ち出されている
（厚生労働省）8）．

2．助産師が超音波検査実施前に受けた教育の現状
　超音波検査実施前に教育を受けた助産師は 6割強
で，特に助産所で働く助産師の43.9％が事前の教育を
受けていなかった．これは，約 4割の助産師は助産所
や助産師外来等での超音波検査の実施の必要性に迫ら
れて，いわゆる OJT（on the job training）等の最も
一般的な方法で，超音波検査技術を身につけている現
状を示すものである．このことは，教育機関は勤務施
設が，指導者は医師・助産師・超音波検査士が多いこ
とからも裏付けられる．
　また，超音波教育にかける教育時間は全体では約

18.5時間（中央値）と少なく，教育時間が十分と考え
ている人は 1割に満たなかった．高額なシミュレー
ターを必要とするシミュレーション教育は費用面の困
難性から 1施設では整備できないことや整備可能で
も現実の胎児とモデルの画像精度の限界等から，事前
教育を受けずに，あるいは短時間の事前教育のみで，
実践で技術を磨いている現状があると考えられる．し
かし，人体模型シミュレーターの訓練と生きた人間で
の訓練では，画像の判断には差はないが，前者の方が
最小限のズレでより正確な診断であったとも報告4）さ
れており，事前のトレーニングなく，動く胎児の画像
を直接診断することの難しさを示しているものと考え
られる．
　さらに，本調査では，超音波教育は十分と「思う」
人の教育時間は約20時間（中央値）を示し，講義・見
学・実習の中では講義・見学時間が長いことから，超
音波検査に伴う基礎的知識を十分に理解して臨むこと
が重要であることを示唆している．自分の超音波検査
所見に関する正確さについても，正確と思う人は事前
教育を受けた群では 3割を示したが，事前教育を受け
ていない群では 2割に満たないことから，事前教育の
重要さが示された．
　一方，超音波教育の教育プログラムに関して， Lee 

W, et al9）によるカリキュラム管理者への調査で，カリ
キュラムの平均週数は3.8±2.1週で，その時間の多く
が超音波診断法トレーニングに当てられたと報告され
ている．本調査では自分の超音波所見が正確だと思う
実施件数は，事前教育を「受けた群」でも30例以上，
「受けていない群」に至っては50例以上に及び，相当
数を経験しなければ，自己の所見に自信が持てないこ

表 5　超音波検査実施者が受けた教育内容と重要と思う教育内容（受けた群 n=214）
人（％）

分類 項目
受けた教育内容

n=214
重要な教育内容

n=134
χ2値，p

基礎
知識

超音波装置の原理の講義 83（38.8） 60（44.8） 1.2

検査目的・利点・欠点の講義 73（34.1） 72（53.7） 13.1***

検査施行時期・時期別診断ポイントの講義 103（48.1） 95（70.9） 17.4***

操作
方法

超音波装置の操作方法の講義 100（46.7） 87（64.9） 11.0***

超音波装置の操作方法の見学 167（78.0） 79（46.7） 14.5***

超音波装置の操作方法の実習 144（67.3） 112（83.6） 11.2***

画像
診断

画像診断法の講義 100（46.7） 94（70.1） 18.3***

画像診断法の見学 105（49.1） 77（57.5） 2.3

画像診断法の実習 88（41.1） 97（72.4） 32.4***

正常
逸脱

正常逸脱と判断した時の対処方法 31（14.5） 69（51.5） 55.1***

医療過誤発生時の対処方法の講義 11（ 5.1） 44（32.8） 47.5***

他　 その他 6（ 2.8） 2（ 1.5） 0.2

注）重要な教育内容134人は超音波教育を受けた214人の中で本質問に答えた人数
　　数値は「はい」と答えた人数，それぞれ214人および134人を分母として計算
　　χ2検定（一部イエーツの補正）：***p<0.001
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とが明らかとなった．
　現在，超音波検査士認定試験では筆記試験の他に，
超音波検査実績20例（産婦人科領域では，妊娠初期［20

週未満］5例以上，妊娠中期［20週以上］5例以上，婦
人科疾患 4例以上，その他）が規定されている10）．助
産師が行う超音波検査は正常妊婦を対象として，視
診・触診・聴診での診断可能な項目について補助的診
断の目的で施行（胎位・胎向，胎児心拍確認，羊水量
など）し，正常からの逸脱及び異常事例は医師の確定
診断を必要とする．超音波認定士認定試験では異常の
事例も含まれており，同じ土壌で比較することはでき
ないが，事前教育を受けた後の実践数が20～30例以
上は必要であると考えられる．さらに，自己の所見に
自信を持てるようになるためには，事前教育及びOJT

による自己研鑽ともにかなりの時間と事例数を重ねる
ことが重要である．
3．超音波検査における教育内容
　事前に受けた超音波教育の内容は，実践に不可欠な
項目である操作方法（見学と実習）が最も高率で，次
いで画像診断（講義・見学・実習）が 4割以上であっ
た．実践を行った後に重要と考えられる教育内容は，
超音波装置の原理と講義，操作方法や画像診断の見学
を除く実践の項目で有意に上昇しており，実践に対し
てより深い内容及び正常逸脱時や誤判断から生じる対
応等が高率となっていた．これらは，超音波検査を始
める前とある程度経験した後の必要な教育内容は異
なっており，経験の進行段階に伴う教育内容の相違・
深化の必要性を示唆するものである．
　超音波検査の本来の目的は，胎児発育の評価や胎児
及びその付属物の異常の有無を調べることである．医
師及び助産師施行の超音波検査を調べた観察研究によ
ると，医師及び助産師ともに画像説明頻度が高いのは
心臓の動き・胎児部位・胎児計測を含む胎児の全体像
で，胃・膀胱等の胎児臓器や胎盤や臍帯の位置等の胎
児付属物の画像説明頻度は助産師が医師より有意に高
かったと報告されている11）．また，妊婦が超音波診断
法に期待することは，「胎児の異常の有無を知る」が
最も多く，次いで「胎児の姿を見る」が多いと報告さ
れている12）．
　従って，助産師が行う超音波検査の目的として，第
一に胎児発育の正確な評価はできなければならない．
また，胎児やその付属物の異常については，保健師助
産師看護師法第38条に「助産師は，妊婦，産婦，じょ
く婦，胎児又は新生児に異常があると認めたときは，
医師の診察を求めさせることを要し（以下略）」と規
定されていることより，医師が健診を行わない時があ
る助産師外来では，正常か正常を逸脱しているかの診
断はできるよう教育する必要があると考える．
　現在，助産師に関する超音波教育のトレーニングプ

ログラムは各施設で独自に行われて，明確な基準は示
されていない．従って，診断技術や診断能力の質を担
保するためには，具体的な期間・回数・指導方法・指
導内容等に対する一定の基準を構築することが重要で
ある．今後，助産師が行っている妊娠時期別超音波検
査項目及びその診断精度等の継続的調査を行い，超音
波教育プログラムに反映していくことが重要である．

結　　　　　論

　産科医不足に伴う助産師外来の拡大，患者の医療安
全の確保と権利保証，医療に対する妊産婦のニーズの
多様化等，我が国の産科医療の現状と妊産婦意識の高
揚を考慮すると，今後助産師による超音波検査実施へ
の期待も高まり，正確な診断能力が一層求められるこ
とが予測される．
　しかし，助産師が超音波検査を実施するための教育
は現在始まったばかりであり，今後は超音波検査装置
に関する知識の定着，正確な操作技術や診断能力の獲
得を図るために，職場での教育体制の整備が急務であ
る．現在，勤務病院での知識教育や OJTによる技術
教育が中心となっている現状を考慮すると，医師等か
らの教育を受けにくい助産所等に勤務する助産師に対
しては研修会も積極的に開催し，知識や技術の教育を
実施前に行う必要がある．また，超音波検査結果のも
たらす意義は妊産婦・医療者双方にとって極めて大き
いことから，教育時間や経験例数に関する基準の作
成，経験に応じた教育内容や方法の系統的配置等を組
み入れたトレーニングプログラム等を作成し，超音波
教育の充実を図ることが重要である．
　さらに，現在の患者権利の保護や医療安全教育の重
要性を考慮すると，講義を受けて OJTへという順序
よりも，知識や操作方法及び画像の見方に慣れた上
で，実際の妊産婦を対象にした実践教育が望ましいこ
とから，今後は講義と OJTの中間に助産教育機関や
研修会等における超音波シミュレーター教育を位置づ
け，その充実を図ることも必要である．
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